
（単位：千円）

電話番号 交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

743,293                         事業者支援分交付限度額
（国のR2予算）

125,093                  

通常分交付限度額
（国のR3予算）

693,526                         事業者支援分交付限度額
（国のR3予算）

-                          

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 1,746,302 23,257 11,435  1,413,648 984,782 428,866 - 321,219 - 

1 単 通常事
業

78
感染症対策テ
レワーク実証
実験事業

①新型コロナウイルスの飛沫感染，接触感染のリスクを
減少させるため，市役所においてICT（情報通信技術）を
活用したテレワークの導入に向けた実証実験を行うもの。
②通信運搬費
③通信料　92,950円（月額）×12月＝1,115,400円
④大崎市

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.4 R4.3 1,116 1,116 1,116 

 テレワーク
の実施延べ
日数120日
(月10日×
12ヵ月)

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

2 単 通常事
業

75

感染症対策オ
ンラインコミュ
ニケーション
推進事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止により人との接触
を減らすため，また本市は796㎢に及ぶ面積のため天候
や交通事情によるほか，災害時でも移動を伴わずにコミュ
ニケーションを維持するため，庁舎のオンライン環境を活
用し，市の業務を円滑に継続するもの。
②OA機器購入費，消耗品費
③専用端末購入　 34,800円×1.1×20台＝765,600円
　専用端末カバー　5,200円×1.1×20個＝114,400円
　保護フィルム　　　1,628円×1.1×20枚＝35,816円
　保護バック　　　　 2,380円×1.1×20個＝52,360円
④大崎市，関係機関，市民

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.4 R4.3 969 969 969 

 オンライン
会議等の回
数200回（20
台×10回）

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

3 単 通常事
業

39
緊急対応型
雇用創出事
業

①新型コロナウイルス感染症の影響による離職者や内定
取り消し者，就職困難者などを本市の会計年度任用職員
として雇用するもの。
②会計年度任用職員に係る人件費
③報酬　144,600円×10人×11ヶ月＝15,906千円
　職員手当（期末手当10人分）　3,319千円
　共済費（社会保険料10人分）　3,266千円
　旅費（通勤手当）　7,200円×10人×11ヶ月＝792千円
④大崎市

－ － － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 23,283 23,283 23,283 

  会計年度
任用職員と
して10人を
雇用

  本市ウェブ
サイト

R3補正（地）

4 単 通常事
業

11

防災対策経
費（自主防災
組織への防
災士派遣）

①自主防災組織が主催する防災訓練や防災講習へ防災
士を派遣し，感染症対策について周知を図ることにより，
災害時における感染症拡大防止を図る。
②特定非営利活動法人防災士会みやぎへ防災士の派遣
を委託するための費用。
③年間30回×20,000円（1回あたり）＝600,000円
④自主防災組織

－ － － － － －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
㉑いずれも該

当しない
R3.4 R4.3 600 600 600  年間30回派

遣

 市ウェブサイ
ト，自主防災
組織等への
通知

R3当初（地）

5 単 通常事
業

12

市庁舎会議
室用パーテー
ション導入事
業

①会議等開催時に，飛沫感染等を防止するための資材を
整備するもの
②飛沫防止パーテーションを市庁舎会議室に導入するた
めの費用
③物品購入費357,720円×1.1＝393,492円
  （内訳）
   飛沫防止透明パーテーション（中） ＠326円×870枚
   飛沫防止透明パーテーション（大） ＠494円×150枚
④市庁舎

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.5 R3.5 394 394 394 

 飛沫防止
パーテー
ションを
1,020枚配備

 市ウェブサイ
ト

R3当初（地）

6 単 通常事
業

12
市庁舎足踏
み式消毒設
備導入事業

①市庁舎の出入口付近に接触感染等を防止するための
資材を整備するもの
②足踏み式消毒設備を市庁舎出入口に設置するための
費用
③足踏み式消毒設備 ＠11,000円×31台=341,000円
④市庁舎

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R3.6 341 341 341 
 足踏み式消
毒設備を31
台設置

 市ウェブサイ
ト

R3当初（地）

7 単 通常事
業

-

社会福祉サー
ビス事業継続
支援金交付
事業

①新型コロナウイルス感染症の感染者が発生し休業した
市内の社会福祉サービス事業所に対し，事業の再開及び
継続を支援するとともに，休業期間中に，その利用者が，
他の事業所から代替的に社会福祉サービスを利用できる
よう支援するため，これらの事業所を運営する事業者に対
し，支援金を交付するもの。
②休業に伴う事業所への補助，代替サービスの提供に伴
うかかり増し経費
③休業事業所１か所あたり 500千円×11事業所（見込）＝
5,500千円
代替サービス提供事業者１か所あたり 100千円×11事業
所（見込）＝1,100千円
居宅介護支援事業所は利用者１人当たり20千円×45人
×11事業所（見込）＝9,900千円
④感染者発生に伴い休業した市内の社会福祉サービス
事業を運営する事業者及び休業した事業所の利用者に，
休業期間中代替サービスを提供した社会福祉サービス事
業所を運営する事業者

－ ○ － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.4以降 16,500 16,500 16,500  支援対象事
業者数11件

 市ウェブサイ
ト

令和4年3月下旬に決
定した分の支出が，4
月支出になると見込ま
れるため

R3補正（地）

合計

事業
終期

総務省

327,526                                                               地方単独事業費のうち通常事業分 417,816                                                          

地方単独事業費のうち事業者支援分 1,195,912                                                            

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                       -254,772                                                          

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

366,000                                                                                              

1,561,912                                                                                            

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

868,386                                                               国庫補助事業費 11,050                                                            

総事業費

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

-                                                                   

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

補助対
象事業
費

428,866                                                                                                                                 - 681,220                                                                                              

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 729,623                                                          125,093                                                                                              

地方単独事業費のうち事業者支援分 事業者支援分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

-                                                                                                       国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 04215 984,782                                                          327,526                                                               12,306                                                                                                

担当部局課名 387                                                                125,093                                                               

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

16,937                                                                                                

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 宮城県 0229-23-2129 742,470                                                               726,356                                                                                              

地方公共団体名 大崎市 seisaku@city.osaki.miyagi.jp 823                                                                    

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

1



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

補助対
象事業
費

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

8 単 通常事
業

35

社会福祉サー
ビス事業所感
染症対策衛
生用品支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の感染者が発生したことに
より，衛生用品を通常時よりも多く消費する状態となった
社会福祉サービス事業所に対し，衛生用品を配布するこ
とで，感染症対策を継続できるよう支援するために必要と
なる資材を購入するもの。
②感染症発生時に社会福祉サービス事業所において，利
用者の介助を行う際に使用する使い捨てタイプの個人防
護セット（不織布ヘアキャップ，三層式マスク，ポリエチレン
袖付きエプロン，プラスチック手袋，ポリエチレンシューズ
カバー）を購入する費用
③＠1,000円×2,000組＝2,000,000円
　 （対象者２０人×１０行為×２日×５施設＝２，０００組）
④感染者が発生した，特別養護老人ホームやグループ
ホームなどの休業できない社会福祉サービス事業所，及
び，濃厚接触者などが確認されるなど，緊急止むを得ない
状況にある事業所。

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R3.8 2,000 2,000 2,000 
 個人防護
セット2,000
組配備

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

9 単 通常事
業

－

新型コロナウ
イルスワクチ
ン接種促進事
業

①新型コロナウイルスワクチンの接種にあたり，接種会場
までの移動が困難な市民にタクシー及び福祉有償運送の
利用料金の一部を助成することにより，ワクチン接種の促
進を図るもの。
②タクシー等利用助成金
③啓発用チラシ，タクシー等利用助成券印刷代　580千円
　 タクシー等利用助成券郵送代　157千円
　 事務取扱手数料等　2,832千円
　 タクシー等利用助成金　20,520千円
④ワクチン接種のため，タクシー等を利用した65歳以上の
市民及び心身に重度の障害のある市民

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

⑩医療 R3.5 R4.4以降 24,089 24,089 24,089 
 タクシー利
用者数8,000
人

 市ウェブサイ
ト,新聞折り込
みチラシ

令和4年3月下旬に決
定した分の支出が，4
月支出になると見込ま
れるため

R3補正（地）

10 単 通常事
業

48

感染症対策
農林業災害
対策利子補
給事業

①新型コロナウイルスにより農林業経営に影響・被害が
あった農林業者に対し，農林業災害対策資金の融資を行
う金融機関を通して，市が利子補給を行うことで，資金の
円滑な融通を行い，農林業経営の維持及び再建を図るも
の。
②合計240,000千円（令和3年4月～令和3年12月）の融資
を見込み，基準金利1.5％のうち市が0.25％，県が1.0％，
JAグループが0.25％負担することで貸付者の利子負担分
を無利子化するもの。利子補給期間は最長で7年間。
③畜産農家及び園芸農家等の融資見込額：
6,000千円×40件=240,000千円
令和3年度利子補給額：240,000千円×1.25%×9/12=2,250
千円（市：450千円、県：1,800千円）
（Ｆその他：県補助金）
④新型コロナウイルスにより，農作物，特用林産物，樹
苗，農林業機械，農林業施設その他の農林業の用に供す
るものに関する被害又は影響を受け，農林業経営の維持
が困難となる農林業を営む個人及び法人等で，大崎市長
の被害等認定を受けた者。

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,250 450 450 1,800 

 畜産農家及
び園芸農家
への支援40
件

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

11 単 通常事
業

－

感染症対策
和牛肥育経
営維持支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により経営の困難な
和牛の肥育牛農家に対し，大崎市産の肥育素牛導入の
経費を支援することで，素牛導入を促進し，和牛肥育経営
の維持を図るもの。
②事業者補助金
③和牛の肥育素牛導入１頭当り5万円以内を助成（限度
額100万円）
期間内導入数20頭以上の農家16戸×1,000千円
期間内20頭未満の農家の導入数380頭×50千円
④市内の和牛肥育農家，和牛肥育農家で構成する生産
組織や市内の農業協同組合

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

⑮強い農林水
産

R3.4 R4.3 35,000 35,000 35,000  導入頭数
700頭

 広報紙によ
る周知並び
に市内和牛
畜産農家, 管
内JAに対し
申請書を送
付

R3補正（地）

12 単 通常事
業

－ 割増商品券
発行事業

①新型コロナウイルス感染症が，市内経済に大きな影響
を及ぼしていることから，市内需要の喚起を図るため，割
増商品券を発行するもの
②割増商品券発行業務に係る委託料（割り増し分原資を
含む。）
③委託料　78,422千円
　　（内：割増分60,000千円（発行券面額260,000千円，
20,000冊），事務費18,422千円）
④市内商工会議所，商工会で組織する実行委員会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 78,422 78,422 78,422  発行冊数
20000冊

 市HP，広報
誌での周知

R3補正（地）

13 単 通常事
業

57
感染症対策
商工業振興
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により低迷する地域
経済の活性化を図るため，中小企業者等が行う感染症対
策商工業振興支援事業の推進に要する経費の一部を補
助するもの。
②国・県・市の対象補助金の自己負担金の一部助成
③(国)中小企業等事業再構築促進事業…18件　61,781千
円
　（県）宮城県中小企業等再起支援事業…60件　12,331千
円
　（市）大崎市中小企業及び小規模事業者施設改修・設備
投資補助事業…11件3,888千円
④国・県・市の対象補助金の採択を受けた事業者

－ ○ － － － －

②-Ⅱ-３．中
小・小規模事
業者の経営転
換や企業の事
業再構築等の

支援

⑳事業構造改
革

R3.4 R4.4以降 78,000 78,000 78,000 

 対象補助金
を活用した
市内事業者
数89件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に県の交付
決定通知書
送付時に制
度チラシ同封

国の補助事業の自己
負担額分に対する支援
のため，補助事業の完
了時期が次年度以降と
なることが見込まれる。

R3補正（地）

14 単 通常事
業

84
小規模事業
者等経営支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴う対策事業
として，市内商工会議所・商工会が実施する，市内の小規
模事業者等の経営支援を目的とした事業に対し，補助金
を交付するもの
②事業者補助金
③古川商工会議所11,000千円，大崎商工会 6,500千円，
玉造商工会 3,500千円
④市内商工会議所（１），商工会（２）

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

⑳事業構造改
革

R3.4 R4.3 21,000 21,000 21,000 

 市内商工会
議所（１），
商工会（２）

 経営支援機
関対象のた
め周知は行
わない

R3補正（地）

15 単 通常事
業

－
鳴子温泉郷
応援宿泊助
成事業

①鳴子温泉地域は新型コロナウィルス感染症による影響
で観光宿泊客が激減しており，宿泊事業者に対し迅速な
支援が必要となっている。宿泊事業者の事業継続を支援
するため，割増宿泊商品券等を販売する事業に対して助
成するもの。
②宿泊券の割増分ほか発行にかかる事務費
③宿泊券割増分原資：52,500千円（3,000円×17,500セット)
事務費：5,000千円
④鳴子温泉郷観光協会

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑲商品券・旅
行券

R3.5 R4.3 57,500 57,500 57,500 
 割増宿泊券
発行枚数
17,500セット

 市ウエブサ
イト，新聞広
告，
観光協会ウ
エブサイト

R3補正（地）

2
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特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

補助対
象事業
費

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

16 単 通常事
業

－

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金支給事
業（令和３年４
月５日要請
分）

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため，県が期間延
長した営業時間短縮要請に応じ，令和3年4月5日から同
年5月6日（31日間）までの間，営業時間短縮に全面的に
協力した飲食店に対し，協力金を支給するもの。
②協力金要請枠で実施した協力金の支払いに付随して発
生する費用（事務費）
③事務費　2,852千円
④大崎市

○ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

①３密対策 R3.4 R3.8 2,852 2,852 2,852 
 支援した事
業者数650
件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

17 単 通常事
業

－

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金支給事
業（令和３年５
月６日要請
分）

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため，県が期間延
長した営業時間短縮要請に応じ，令和3年5月6日から同
年5月12日（6日間）までの間，営業時間短縮に全面的に
協力した飲食店に対し，協力金を支給するもの。
②協力金要請枠で実施した協力金の支払いに付随して発
生する費用（事務費）
③事務費　255千円
④大崎市

○ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

①３密対策 R3.4 R3.8 255 255 255 
 支援した事
業者数650
件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

18 単 通常事
業

－

中小企業者・
小規模企業
者団体商品
券等発行事
業補助金

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け，事業活動に
支障が生じている市内中小企業者団体に対し，産業活力
の復活又は事業活動の継続のための支援として，事業計
画に基づき行う販路拡大に重要な役割を果たすと見込ま
れる商品券等発行事業を補助することにより，地域経済を
促進することを目的とするもの
②補助金及び事務費
③補助金額　50千円×1,000事業者＝50,000千円
　　　　　　　　100千円×50団体＝5,000千円
 　事務費　   120千円
④中小企業者・小規模企業者の任意団体・グループ

－ － － － － －

②-Ⅱ-３．中
小・小規模事
業者の経営転
換や企業の事
業再構築等の

支援

⑲商品券・旅
行券

R3.6 R4.3 55,120 55,120 55,120 

 参加事業者
見込件数
1,000事業者
参加団体見
込件数
50件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

19 単 通常事
業

－

中小企業・小
規模企業者
等感染防止
対策支援事
業

①中小企業及び小規模企業者等が行う新型コロナウイル
ス感染症の感染防止対策として取り組む物品等の購入経
費の一部を補助するもの
②助成金額の原資
③1事業者３万円（限度額）×750件
④実施主体となる市内商工会議所(1)・商工会(2)

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.7 R4.1 22,500 22,500 22,500 
 支援した事
業者数750
件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に各商工団
体広報誌で
の周知

R3補正（地）

20 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

－

中小企業者・
小規模企業
者等事業継
続支援金

①新型コロナウイルス感染症再拡大の影響を受け，事業収入が減
少している事業者に対し支援金を支給し，事業の継続を支援するも
の
②補助金及び事務費
③１事業者あたり（追加支援を含む）
　　法人600千円×575件＝345,000千円
　　個人事業主300千円×580件＝174,000千円
　　事務費772千円
（Fその他：県補助金）
④(1)　中小企業者及び個人事業者等であって，市内で新型インフ
ルエンザ等緊急事態宣言（R2.4.7)の発出以前に事業を開始し，か
つ，申請日において営業の実態がある事業者。ただし，大企業（大
企業の子会社等を含む。）を除く。
　(2)　市内に事業所（店舗）がある事業者，または市内で実施する1
月から12月までのイベントの中止等により影響を受けた期間限定
の店舗等を出店する市内に住所のある事業者
　(3)　令和3年1月から12月までの間の任意の連続する２か月の売
上合計が前年同月または前々年同月の売上合計と比較して20％
以上減少している事業者
　(4)　宮城県による営業時間短縮の協力要請(No.16・17・38・39・
40）対象飲食店でない事業者
　(5)　前年または前々年の事業収入の平均月額が10万円を超える
事業者
  (6)　対象業種①情報通信業　②運輸業　③卸売業・小売業　④保
険業　⑤不動産・物品賃貸業　⑥専門・技術サービス業　⑦宿泊業
⑧飲食サービス業　⑨生活関連サービス業　⑩教育・学習支援業
⑪サービス業（他に分類されないもの）⑫建設業　⑬製造業

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

⑳事業構造改
革

R3.6 R4.3 519,772 254,772 254,772 265,000 

 支援した事
業者数　法
人575件，個
人事業者
580件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

21 単 通常事
業

44

みやぎ飲食店
コロナ対策認
証店支援事
業

①宮城県による「みやぎ飲食店コロナ対策認証制度」にお
いて認証された市内飲食店（以下「認証店」という）を支援
するため，地産地消の観点から補助金を交付することで，
生産・加工・販売など関連事業者への間接的な支援へつ
なげる。
②認証店が，地域食材や加工品等の地産地消に取り組
むための経費の全部又は一部（交付上限あり）を補助
③補助金：10,000千円（上限100千円×100店舗）
　 事務費：　  200千円（取組店表示，郵送料）
④市内で事業を営む認証店100店舗

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

①３密対策 R3.7 R4.1 10,200 10,200 10,200 

 市内で事業
を営む認証
店100店舗
参加

 広報おおさ
き及び市ウエ
ブサイトで周
知

R3補正（地）

22 単 通常事
業

102

スクール・サ
ポート・スタッ
フ配置事業
（小・中学校）

①新型コロナウイルス感染症対策の強化を図る一環とし
て，教師の負担軽減を図り、教師がより児童生徒への指
導や教材研究等に注力できるよう，スクール・サポート・ス
タッフを各学校に１人もしくは２人配置するもの。
②報酬，職員手当等，共済費及び旅費
③
（ア）5月1日採用分
・報酬　時給980円×4時間×191日×33人＝24,707,760円
・職員手当等　時給980円×4時間×21日×2.55月×0.8×
33人＝5,541,782円
・共済費　労災保険分(30,249,542円（報酬＋手当）×
6.02/1000＝182,102円)＋雇用保険分(30,249,542円（報酬
＋手当）×9/1000＝272,245円)＝454,347円
・旅費　5,200円/月×33人×11月＝1,887,600円
（イ）8月23日採用分
・報酬　時給980円×4時間×133日×9人＝4,692,240円
・職員手当等　時給980円×4時間×21日×1.3月×0.6×9
人＝577,886円
・旅費　5,200円/月×8月×9人＝374,400円
④小・中学校３３校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 38,237 27,037 27,037 11,200 

 スクールサ
ポートスタッ
フを42人配
置

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

23 単 通常事
業

-
高圧蒸気滅
菌機購入事
業

①新型コロナウイルス感染症の蔓延により，学校における
各種定期健康診断で使用する健診器具の滅菌消毒が推
奨されていることから，高圧蒸気滅菌機及び専用架台を
整備するもの。
②備品購入費
③総事業費　3,150,400円
　【内訳】
　 高圧蒸気滅菌器8台×352,000円＝2,816,000円
　 専用架台8台×41,800円＝334,400円
④大崎市内小中学校8校（大規模校・拠点校）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

⑨教育 R3.6 R4.3 3,151 1,072 1,072 2,079 

 高圧蒸気滅
菌器及び専
用架台整備
数各8台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

3
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24 単 通常事
業

103 情報教育管
理経費

①長期休業期間中及び新型コロナウイルス感染症対策と
して臨時休業や自宅待機を求められた児童生徒の家庭
学習を保障するため，タブレット端末を家庭へ持ち帰させ
るにあたり，タブレット端末の充電ケーブル・充電器を整備
するもの。また，普通教室数の増加に伴い，大型提示装
置（プロジェクター）の追加整備を行うもの。
②機器購入費
③・ライトニングケーブル
　　658円×9,490本×1.1＝6,868,862円
　・AC充電器
　　590円×9,490個×1.1＝6,159,010円
　・超短焦点プロジェクター
　　160,000円×5台×1.1=880,000円
　・マグネットスクリーン等一式　220,000円
　・ボードスタンド　291,500円
　・ワイヤレス転送装置
　　19,800円×5台×1.1=108,900円
　・機器搬入・設定作業費等一式　974,600円
④大崎市立小中学校

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R3.6 R3.12 15,503 13,503 13,503 2,000 

 タブレット端
末の充電
ケーブル・充
電器整備数
9,490本

普通教室大
型提示装置
（プロジェク
ター）整備数
5台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

25 単 通常事
業

－

社会教育事
業オンライン
化環境整備
事業

①社会教育事業の一部についてインターネットを活用した
動画配信またはオンラインで実施するための機材を整備
し，新しい生活様式に対応した社会教育事業の展開を図
るもの。
②動画撮影機材，動画編集機材，映写機材，リモート会
議機材，インターネット通信機器等を整備する費用
③動画撮影機材 221,980円，動画編集機材 262,746円
映写機材 151,151円，リモート会議機材 85,690円
通信機器（リース）89,100円  【合計810,667円】
④大崎市

－ － － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

④行政IT化 R3.7 R4.3 811 811 811 
 オンライン
化環境の整
備

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

26 単 通常事
業

12
社会教育施
設トイレ洋式
化事業

①社会教育施設において，新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため和式トイレを洋式化するもの。
②和式トイレを洋式化にするための費用
③社会教育施設104基 69,794,900円
【内訳】
公民館施設 588,100円×50基=29,405,000円
体育施設 716,100円×51基=36,521,100円
文化施設 1,289,600円×3基=3,868,800円
④市内の社会教育施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 69,795 69,795 69,795 
 和式トイレ
の洋式化数
104基

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

27 単 通常事
業

－

おおさき地元
学アプリiPad
対応改修事
業

①おおさき地元学アプリをiPad端末でも利用することがで
きるよう改修し，コロナ禍において自由な移動に制限があ
るなかでも多様なデバイスでのアプリの運用を可能にする
もの。
②アプリケーションの改修と保守管理に要する費用
③アプリケーション改修業務委託 715,000円
保守管理業務委託  49,500円
④大崎市

－ － － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

④行政IT化 R3.7 R4.3 765 765 765 
 情報発信の
充実が図ら
れる

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

28 単 通常事
業

12
感染症対策
図書館環境
整備事業

①新型コロナウイルス感染症の感染予防を目的に，図書
館に貸出図書を紫外線で除菌する図書除菌機と，図書閲
覧カウンター席や学習室の机などにアクリルパーテーショ
ンを設置し，利用者に安全・安心な図書館環境を提供する
ことで図書館の利用率の向上につなげる。
②施設管理備品購入費
③　図書除菌機2,112千円（＠1,056千円×2台）
　　 アクリルパーテーション592千円（＠10,450円×2枚，
69,300円×2枚，11,000円×22枚，12,100円×7枚，17,600
円×6枚）
④市立図書館

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公

共投資の早期
執行等

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 2,704 204 204 2,500 

 図書除菌機
設置数２
台，アクリル
パーテー
ション設置
数３９枚

 新聞，HP，
図書館だよ
り，館内チラ
シ等により周
知

R3補正（地）

29 単 通常事
業

－

温泉使用料
の減免による
運営支援事
業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う観光客の
減少により，ホテル，旅館及び公衆浴場が深刻な影響を
受けていることを踏まえ，事業者の負担軽減のため，温泉
使用料（4月～7月）の減免により支援を行うもの。
②温泉使用料の３０％減免
③ホテル・旅館等宿泊施設７施設，公衆浴場４施設の使
用料　月額2,215,440円×３０％×４ヵ月＝2,658,528円
④市有鳴子源泉の供給を受けている旅館，ホテル等

－ － － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.7 2,659 2,659 2,659 
 支援した事
業者数11事
業者

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

30 〇 単 通常事
業

12
庁舎等サーマ
ルカメラ導入
事業

①市庁舎等に新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的
に，非接触で発熱者を感知するスタンド型サーマルカメラ
を導入するもの。
②サーマルカメラを市庁舎に設置するための費用
③サーマルカメラ ＠44,000円×11台=484,000円
④市庁舎・公共施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.1 484 484 484 
 サーマルカ
メラ設置数
11台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

31 〇 単 通常事
業

-

住民税非課
税世帯等に対
する燃料費支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で，
さらに原油価格の高騰に伴うエネルギー価格高騰の影響
を受ける中で，暖房代や燃料代など，速やかに生活・暮ら
しの支援を行う観点から，住民税非課税世帯等に対して，
1世帯当たり5千円の現金を給付するもの。
②住民税非課税世帯等燃料費支援金　1世帯5,000円
③5,000円×16,500世帯（見込）＝82,500,000円
④住民税非課税世帯　16,000世帯
　家計急変世帯　500世帯

－ － － － ○ －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.4以降 82,500 82,500 82,500 
 支援した世
帯数16,500
世帯

 市ウェブサイ
ト・広報

令和4年3月下旬に決
定した分の支出が，4
月支出になると見込ま
れるため

R3補正（地）

32 〇 単 通常事
業

-

感染症対策
認定調査業
務環境整備
事業

①人と接触する機会が多い業務である介護認定調査にお
いて，タブレット端末を導入し，入力支援システムを用いな
がら，効率的な調査を実施し，調査時間や訪問先の滞在
時間をできるだけ短縮し感染リスクの低減を図るもの。
②委託料，備品購入費
③システムインストール作業費594,000円
　システムライセンス費1,149,500円
　タブレット端末購入費1,571,790円
④大崎市

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.9 R4.3 3,316 3,316 3,316 
 認定調査用
タブレット配
備数12台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

33 〇 単 通常事
業

22

感染症対策
福祉サービス
等緊急支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中，市
内において福祉サービスを行っている施設が，その感染
の防止対策を行いながら事業を継続できるようにするた
め，当該施設の開設者に対し支援金を交付するもの
②通信運搬費，補助金
③郵便料94円×250通×2回=47,000円
　基準額100,000円×250施設=25,000,000円
④福祉サービスを行っている施設

－ ○ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.12 R4.4以降 25,047 25,047 25,047 
 支援した施
設数250施
設

 市ウェブサイ
ト

令和4年3月下旬に決
定した分の支出が，4
月支出になると見込ま
れるため

R3補正（地）

4
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②交付金を充当する経費内容
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④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
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③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

補助対
象事業
費

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

34 〇 単 通常事
業

22

感染症対策
医療機関等
緊急支援事
業

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中，市
内において医療等を提供する事業を行っている施設が，
その感染の防止対策を行いながら事業を継続できるよう
にするため，当該施設の開設者に対し支援金を交付する
もの
②通信運搬費，補助金
③郵便料94円×130通×2回=24,440円
　診療所・歯科医院基準額100,000円×110施設
=11,000,000円
　病院・介護老人保健施設200,000円×16施設=3,200,000
円
④医療等を提供する事業を行っている施設

－ ○ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.12 R4.4以降 14,224 14,224 14,224 
 支援した施
設数126施
設

 市ウェブサイ
ト

令和4年3月下旬に決
定した分の支出が，4
月支出になると見込ま
れるため

R3補正（地）

35 〇 補 -
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育所等において，職員が感染症対策の徹底を図りな
がら
   保育を継続的に実施していくために必要な経費のほ
か，感
   染防止用の備品購入費等の経費を補助する。
②大崎市新型コロナウイルス感染症対策推進事業費補
助金
    １１，０５０，０００円
③民間保育施設４２施設，補助金額１８，１００，０００円
 　公立保育施設８施設，備品購入費等４，０００，０００円
　 　国１／２　　　１１，０５０，０００円
　 　市１／２　　　１１，０５０，０００円
④市内の保育所，幼保連携型認定こども園，地域型保育
所

－ ○ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.4以降 22,100 22,100 11,050 11,050 11,050  支援した施
設数50施設

 市ウェブサイ
ト

令和4年3月下旬に決
定した分の支出が，4
月支出になると見込ま
れるため

R2予備費（国）

36 〇 単 通常事
業

12

感染症対策
児童厚生施
設等衛生環
境整備事業

①子育て支援関連施設における感染症対策として，和式
トイレの洋式化を行い，感染の可能性を低減させるもの。
②施設改修工事費
③保育所1施設　467千円×1基＝467千円
児童館2施設　　850千円×4基＝3,400千円
学童保育3施設　850千円×5基＝4,250千円
児童遊園1施設　850千円×1基＝850千円
④保育所，児童館，学童保育，児童遊園

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.4以降 8,967 8,967 8,967 
 和式トイレ
の洋式化数
11基

 市ウェブサイ
ト

世界的な半導体不足
の影響により，暖房便
座の入荷が，遅れてお
り，完了時期がずれ込
む可能性があるため

R3補正（地）

37 〇 補 - 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①放課後児童健全育成事業実施施設における感染対策
としてマスク・消毒液を購入するもの。
②衛生用品の購入費（35支援単位）
③需用費　1,157,000円
国１／３　385,000円
県１／３　385,000円
市１／３　387,000円
（Fその他：県補助金）
④市内の放課後児童健全育成事業実施施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,157 1,157 385 387 387 385  支援した施
設数35施設

 市ウェブサイ
ト

R2予備費（国）

38 〇 単 通常事
業

－

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金支給事
業（令和3年8
月20日要請
分）

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため，令和3
年8月20日午後8時から同年8月26日までの間，宮城県の
営業時間短縮の要請に全面的に協力した飲食店等に対
し，新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金を支給す
るもの。
②協力金要請枠で実施した協力金の支払いに付随して発
生する費用（事務費）
③事務費　874千円
消耗品費25千円
印刷製本費46千円
（決定書等封筒1,000通×11円×1.10=13千円)
(返信用封筒　1,000通×30円×1.10=33千円）
通信運搬費289千円
（決定通知等用1,000通×84円=84千円)
（郵送申請用1,000通×205円=205,000円）
手数料72千円（650件×金融機関手数料110円）
時間外442千円（状況調査職員時間外@3,250円×2h×68
名×1回）
④大崎市

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

①３密対策 R3.9 R3.12 874 874 874 
 支援した事
業者数550
件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

39 〇 単 通常事
業

－

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金支給事
業（令和3年8
月27日要請
分）

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため，県の営業時
間短縮要請に応じ，令和3年9月13日午前0時から同年9月
13日午前5時まで（17日間）までの間，営業時間短縮に全
面的に協力した飲食店に対し，協力金を支給するもの。
②協力金要請枠で実施した協力金の支払いに付随して発
生する費用（事務費）
③事務費　514千円
手数料72千円（650件×金融機関手数料110円）
時間外442千円（状況調査職員時間外 @3,250円*2h×68
名×1回）
④大崎市

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

①３密対策 R3.9 R3.12 514 514 514 
 支援した事
業者数550
件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

40 〇 単 通常事
業

－

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金支給事
業（令和3年9
月13日要請
分）

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため，県の営業時
間短縮要請に応じ，令和3年9月13日午後8時から同年10
月1日午前5時まで（18日間）までの間，営業時間短縮に全
面的に協力した飲食店に対し，協力金を支給するもの。
②協力金要請枠で実施した協力金の支払いに付随して発
生する費用（事務費）
③事務費　980千円
消耗品費 10千円（ﾌﾗｯﾄﾌｧｲﾙ代等）
印刷製本費46千円
（決定書等封筒 1,000通×11円×1.10=13千円）
（返信用封筒　1,000通×30円×1.10=33千円）
通信運搬費189千円
（決定通知等用650通×84円=55千円）
（郵送申請用650通×205円=134千円）
手数料 72千円（650件×金融機関手数料110円）
時間外 663千円 （状況調査職員時間外@3,250円×2h×
68名×1回）
（@3,250円×2h×34名×1回）
④大崎市

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

①３密対策 R3.9 R3.12 980 980 980 
 支援した事
業者数550
件

 市ウェブサイ
ト，広報誌で
の周知並び
に同業者組
合を通じた周
知及び説明
会の実施

R3補正（地）

41 〇 単 通常事
業

－

感染症対策
主食用米次
期作緊急支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響で，外食等の米の消
費が激減したことに伴う米の概算金の大幅な下落の影響
を受けた農業者に対し，離農することのないよう主食用米
の次期作に係る経費の一部を支援するもの。
②令和３年産の「主食用米に係る生産の目安」から「転換
拡大分」相当分を減じた面積に１０ａ当たり４,０００円を乗
じた額（定額）※交付額の千円未満切り捨て
③令和4年産米作付支援対象面積×4,000円/10a（定額）
　支援金：9,000ha×10×4千円/10a＝360,000千円
　需用費：消耗品費100千円，印刷製本費100千円
④（１）市内の農業団体（JA），（２）JAに属さない農業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

⑮強い農林水
産

R3.11 R4.3 360,200 360,200 360,200  支援農家数
4,640戸

 市ウェブサイ
ト，周知チラ
シの配布等

R3補正（地）

5
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
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とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対
象とした
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・
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独

事
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分

事
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事
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番
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特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

42 〇 単 通常事
業

102
修学旅行の
キャンセル料
支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴い,修学旅行を中
止,または延期したりすることにより発生したキャンセル料
等について,保護者が負担することになる経費を補助する
ことにより経済的な負担を軽減するもの。
②保護者が負担する経費
③小学校10,000円を上限,中学校30,000円を上限
・小学校　該当校なし
・中学校　4校　669,752円
④大崎市立中学校4校の保護者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 670 670 670  支援対象中
学校4校

 市ウェブサイ
ト，該当校を
通じて対象保
護者に通知

R3補正（地）

43 〇 単 通常事
業

12
社会教育施
設サーマルカ
メラ整備事業

①社会教育施設において，新型コロナウイルス感染症拡
大防止を目的に，非接触で発熱者を感知するスタンド型
サーマルカメラを導入するもの。
②社会教育施設にサーマルカメラを整備する費用
③社会教育施設 99千円×20台=1,980千円
【内訳】
公民館施設 99千円×7台=693千円
体育施設 99千円×8台=792千円
文化施設 99千円×5台=495千円
④市内の社会教育施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.2 1,980 1,980 1,980 

 スタンド型
サーマルカ
メラ設置数
20台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

44 〇 単 通常事
業

12
市民会館等
空気清浄機
整備事業

①市民会館等において，新型コロナウイルス感染症拡大
防止を目的に，空気清浄機を導入するもの。
②市民会館等に空気清浄機を整備する費用
③市民会館等 98,780円×13台=1,284,140円
【内訳】
市民会館 98,780円×4台=395,120円
岩出山文化会館 98,780円×3台=296,340円
田尻文化センター 98,780円×2台=197,560円
鹿島台公民館 98,780円×4台＝395,120円
④市内の文化施設等

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.2 1,285 1,285 1,285  空気清浄機
設置数13台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

45 〇 単 通常事
業

12

古川師山下
水浄化セン
タートイレ洋
式化事業

①古川師山下水浄化センターにおいて，新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のために和式トイレを洋式化するも
の。
②和式トイレを洋式化するための費用
③古川師山下水浄化センタートイレ
　2箇所（男子トイレ1箇所，女子トイレ1箇所）　1,177千円
④古川師山下水浄化センター

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.3 1,177 1,177 1,177 
 和式トイレ
の様式化数
２基

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

46 〇 単 通常事
業

12 公園施設トイ
レ洋式化事業

①公園施設において，新型コロナウイルス感染拡大防止
のために和式トイレを洋式化するもの。
②和式トイレを洋式化するための費用
③公園施設61基 34,067,000円
【内訳】
古川地域　　　40基　22,575,300円
松山地域　　　　２基　1,664,300円
三本木地域　　６基　4,028,200円
鹿島台地域　　１基　618,200円
岩出山地域　　５基　2,581,700円
鳴子温泉地域　６基　2,066,900円
田尻地域　　　　１基　532,400円
④公園施設トイレ

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.4以降 34,067 34,067 34,067 
 和式トイレ
の洋式化数
61基

 市ウェブサイ
ト

トイレ洋式化工事の入
札が不調となり，年度
内完了が困難となった
ため

R3補正（地）

47 〇 単 通常事
業

－

感染症対策
指定管理施
設運営支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大により，公共施
設の利用者が大幅に減少していることから，行政サービス
を継続させるために，指定管理者が指定管理業務を遂行
するうえで必要な財政支援を行うもの。（支援対象期間：
令和３年４月～９月）
②令和３年４月から９月までの期間の収入が前年又は
前々年の同時期より少ない施設の指定管理者。
③【Ⅰ 追加支給】
感染症対策として施設を閉鎖した又は施設は閉鎖しない
ものの利用者の減少に伴い利用料金収入等が前年又は
前々年の同時期と比較し減収があった場合，その差額を
追加支給する。
【Ⅱ 減額調整】
指定管理料から減額することが妥当と判断できる経費を
減額調整する。
【Ⅲ 増額調整】
感染拡大防止策等の新たな費用が発生し管理運営費等
の増加が見込まれる場合には，指定管理者と協議し，指
定管理料を増額して支給することとする。
Ⅰ-Ⅱ+Ⅲ>0の場合　補正予算で増額補正を行い，追加支
給。
④指定管理施設

－ － － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 73,572 37,317 37,317 36,255  支援施設17
施設

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

48 〇 単 通常事
業

－
病院事業に係
る感染症対策
事業

①新型コロナウイルス感染症の陽性患者を診察する際
に，一般撮影装置（Ｘ線）にて胸部レントゲン写真を撮影す
るが，機器が古くカセット式を使用しているため，ＦＰＤ装
置に更新することで，業務の効率化と職員への感染防止
を図るもの。また，新型コロナウイルス感染症の患者を受
け入れる感染症病棟に血液ガス分析装置を整備するも
の。
②器械備品等購入費（4条）
③・血液ガス分析装置_2台（本院）　8,508千円
　 ・ＦＰＤ装置_1台（田尻診療所）　6,050千円
④大崎市民病院本院，田尻診療所

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

⑩医療 R3.10 R3.11 14,558 14,558 14,558  機器備品設
置数３台

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

49 〇 単 通常事
業

12
加護坊山パー
クゴルフ場トイ
レ洋式化事業

①市有の公共施設である加護坊山パークゴルフ場におい
て，新型コロナウイルス感染症拡大防止のため和式トイレ
を洋式化するもの。
②和式トイレを洋式化にするための費用
③加護坊山パークゴルフ場 4基　1,444千円
④大崎市（加護坊山パークゴルフ場）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.2 1,444 1,444 1,444 
 和式トイレ
の洋式化数
4基

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

50 〇 単 通常事
業

12

感染症対策コ
ミュニティセン
ター衛生環境
整備事業

①コミュニティセンターについて，新型コロナウイルス感染
拡大防止のために和式トイレを洋式化するもの。
②和式トイレを洋式化するための費用
③コミュニティセンター2施設
【内訳】
古川南部コミュニティセンター　（男子トイレ1箇所），古川
西部コミュニティセンター（男子トイレ1箇所，女子トイレ2箇
所）2,300千円
④古川南部コミュニティセンター，古川西部コミュニティセ
ンター

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.2 2,300 2,300 2,300 
 和式トイレ
の洋式化数
４基

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

6



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
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Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

51 〇 単 通常事
業

24

感染症対策
地域公共交
通継続支援
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う外出自粛によ
り，利用者の減少など大きな影響を受けているタクシー事
業者に対して，事業の継続に向けた支援を行うもの。
②コロナ禍の事業継続における支援金の交付
③支援金：基本額（1事業者につき100千円～300千円）＋
加算額（交付対象車両1台につき10千円）
支援金3,300千円：基本額14事業者1,900千円＋加算額
140台1,400千円
④市内に営業所を置くタクシー事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R3.12 3,300 3,300 3,300 
 タクシー事
業者（14）を
支援

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

52 〇 単 通常事
業

- 公衆トイレ様
式化事業

①公衆便所について，新型コロナウイルス感染拡大防止
のために和式トイレを洋式化するもの。
②前田町公衆便所の洋式化
③１基473千円
④大崎市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.2 473 473 473 
 和式トイレ
の洋式化数
１基

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

53 〇 単 通常事
業

-
保育所施設
職員感染検
査事業

①保育施設の職員に対して定期的に抗原検査を実施す
るもの。
②抗原検査キットの費用
③民間保育所・公立保育所職員
　 3,100個×1,500円＝4,650,000円
④保育施設職員

－ － － － － －

③-Ⅰ-２．ワ
クチン接種の
促進、検査の
環境整備、治
療薬の確保

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 4,650 4,650 4,650 

 保育施設職
員の延べ検
査人数3,100
名

 市ウェブサイ
ト

R3補正（地）

54 〇 単 通常事
業

-
幼稚園職員
感染検査事
業

①幼稚園の職員に対して定期的に抗原検査を実施するも
の。
②抗原検査キットの費用
③民間幼稚園，公立幼稚園職員
  450個×1,500円＝675,000円
④幼稚園職員

－ － － － － －

③-Ⅰ-２．ワ
クチン接種の
促進、検査の
環境整備、治
療薬の確保

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 675 675 675 
 幼稚園職員
の延べ検査
人数450名

 市ウェブサイ
ト・広報

R3補正（地）
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